
経 済 社 会 の 構 造 変 化

項 目 シヤウプ勧告当時 昭 和 ４ ０ 年 昭 和 ６ ３ 年 平 成 ２ 年 現 在

（経済の成長）
ＧⅮＰ（名目） （昭和２５年） （昭和４０年） （昭和６３年） （平成２年） （平成１２年）

３兆 ９，４６７億円 〔１〕 ３２兆 ８，６６０億円 〔８．３〕 ３７３ 兆９，７３２ 億円 〔９４．８〕 ４４１兆 ９，１５２億円 〔１１２．０ 〕 ５１３ 兆 ５４０億円 〔１３０．１ 〕

（経済構造の変化） （昭和２５年） （昭和４０年） （昭和６３年） （平成２年） （平成１２年）
ＧⅮＰの産業別構成比 第１次産業 ２６．０％ 第１次産業 ９．５％ 第１次産業 ２．６％ 第１次産業 ２．４％ 第１次産業 １．３ ％

第２次産業 ３１．８％ 第２次産業 ４０．１％ 第２次産業 ３６．１％ 第２次産業 ３５．６％ 第２次産業 ２７．９％
第３次産業 ４２．２％ 第３次産業 ５０．３％ 第３次産業 ６１．３％ 第３次産業 ６２．０％ 第３次産業 ７０．７％

（就業構造の変化） （昭和２５年） （昭和４０年） （昭和６３年） （平成２年） （平成１２年）
就業者数〔総人口に対する割合〕 就業者総数 ３，５７２万人〔４２．９％ 〕 就業者総数 ４，７３０万人〔４８．１％ 〕 就業者総数 ６，０１１万人〔４９．０％ 〕 就業者総数 ６，２４９万人〔５０．６％ 〕 就業者総数 ６，４６２万人〔５０．８％ 〕
及びその産業別構成比 第１次産業 ５０．７％ 第１次産業 ２３．５％ 第１次産業 ７．９％ 第１次産業 ７．２％ 第１次産業 ５．１ ％

第２次産業 ２２．２％ 第２次産業 ３１．９％ 第２次産業 ３３．６％ 第２次産業 ３３．６％ 第２次産業 ３０．７％
第３次産業 ２６．６％ 第３次産業 ４４．６％ 第３次産業 ５８．０％ 第３次産業 ５８．７％ 第３次産業 ６３．７％

（昭和４０年） （昭和６３年） （平成２年） （平成１２年）
自営業者等数／就業者数 ３９．２％ ２４．１％ ２２．４％ １６．６％

（所得の給与化）
国民所得の構成 （昭和４０年） （昭和６３年） （平成２年） （平成１２年）

雇用者所得 ５５．７％ 雇用者所得 ６６．７％ 雇用者所得 ６７．２％ 雇用者所得 ７３．６％
個人企業所得 ２２．２％ 個人企業所得 ８．３％ 個人企業所得 ６．４％ 個人企業所得 ５．２％
法人企業所得 １０．７％ 法人企業所得 １４．１％ 法人企業所得 １１．３％ 法人企業所得 １０．７％

（所得水準の平準化）
１カ月当たりの （昭和２６年） （昭和４０年） （昭和６３年） （平成２年） （平成１２年）

平均実収入の格差 ５．８倍 ２．９倍 ２．９倍 ２．８倍 ２．８倍
第５分位の平均実収入
第１分位の平均実収入

（高齢化・少子化）
総人口の年齢構成 （昭和２５年） （昭和４０年） （昭和６３年） （平成２年） （平成１２年）

０ ～１４歳 ３５．４％ ０ ～１４歳 ２５．７％ ０ ～１４歳 １９．５％ ０ ～１４歳 １８．２％ ０ ～１４歳 １４．６％
１５～６４歳 ５９．６％ １５～６４歳 ６８．０％ １５～６４歳 ６９．２％ １５～６４歳 ６９．７％ １５～６４歳 ６８．１％
６５歳～ ４．９％ ６５歳～ ６．３％ ６５歳～ １１．２％ ６５歳～ １２．１％ ６５歳～ １７．４％
（２２年～２４年ベビーブーム）

合計特殊出生率
（昭和２５年） （昭和４０年） （昭和６３年） （平成２年） （平成１２年）
３．６５ ２．１４ １．６６ １．５４ １．３６



項 目 シヤウプ勧告当時 昭 和 ４ ０ 年 昭 和 ６ ３ 年 平 成 ２ 年 現 在

（経済の国際化）
貿易額（通関実績額） （昭和２５年） （昭和４０年） （昭和６３年） （平成２年） （平成１２年）

輸出 ２，９８０億円 〔１〕 輸出３兆 ４２６億円〔１０．２〕 輸出３３兆 ９，３９２億円〔１１３．９〕 輸出４１兆 ４，５６９億円〔１３９．１〕 輸出５１兆 ６，５４２億円〔１７３．３〕
輸入 ３，４８２億円 〔１〕 輸入２兆 ９，４０８億円〔 ８．４〕 輸入２４兆 ０，０６３億円〔 ６８．９〕 輸入３３兆 ８，５５２億円〔 ９７．２〕 輸入４０兆 ９，３８４億円〔１１７．６〕

（昭和４０年度） （昭和６３年度） （平成２年度） （平成１２年度）
対外直接投資 １５９ 百万ドル〔１〕＊ ４７，０２２百万ドル〔２９５ ．７〕＊ ５６，９１１百万ドル〔３５７．９ 〕＊ ４９，５０９百万ドル〔３１１．３ 〕＊

（昭和６３年度） （平成２年度） （平成１２年度）
対内直接投資 ３，２４３ 百万ドル〔１ 〕＊＊ ２，７７８ 百万ドル〔０．８ 〕＊＊ ２８，７７８百万ドル〔８．９ 〕＊＊

（経済のストック化） （昭和４０年） （昭和６３年） （平成２年） （平成１２年）
金融資産／名目ＧⅮＰ ３．７ ８．６ １０．１ １１．０
土 地／名目ＧⅮＰ １．８ ４．９ ５．６ ３．０

（消費のサービス化） （昭和４５年） （昭和６３年） （平成２年） （平成１２年）
家計の最終消費支出に ４２．４％ ５２．６％ ４９．２％ ５６．２％
占めるサービス消費の割合

（昭和６３年） （平成２年） （平成１２年）
第３次産業活動指数 ８２．４ ９２．１ １０６．２

（情報化） （昭和６３年３月） （平成２年３月）
パソコン普及率 パソコン ９．７％ パソコン １０．６％ パソコン ５０．１％（平成１３年）

携帯電話普及率 携帯電話 ２．６％ 携帯電話 ６４．２％（平成１２年）

（ライフスタイル多様化）
雇用者総数に占める （昭和４０年） （昭和６３年） （平成２年）

女性の割合 ３１．８％ ３６．８％ ３７．９％ ４０．８％（平成１３年１１月）
パートタイム労働者比率 １３．０％ ２０．２％（平成１２年）
（事業所規模５人以上）

世帯構成の推移 （昭和４５年） （昭和６０年） （平成２年） （平成７年）
単独世帯／一般世帯 ２０．３％ ２０．８ ％ ２３．１％ ２５．６％

（昭和４５年） （昭和６０年） （平成２年） （平成７年）
夫婦のみ世帯／一般世帯 ９．８ ％ １３．７％ １５．５％ １７．４％

（昭和４５年） （昭和６０年） （平成２年） （平成７年）
夫婦と子供世帯／一般世帯 ４１．２％ ４０．０％ ３７．３％ ３４．２％

（注）１．〔 〕内の数字はシヤウプ勧告当時を、〔 〕＊ 内の数字は昭和４０年度時を、〔 〕＊＊内の数字は昭和６３年度時を、それぞれ１とした場合の倍率である。
２．ＧⅮＰ、所得、金融資産及び土地、家計最終消費支出及びサービス消費は、昭和６３年以前は６８ＳＮＡにより、平成 ２年以降は９３ＳＮＡによる。
３．第３次産業活動指数は、第３次産業の各業種の活動をよく表す統計を個別業種毎に指数化し、それを基準時のウエイトで加重平均した総合指数である（平成７年＝１００ ）。




